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特集 デジタル変革に対応する能力

要　約

1	 野村総合研究所（NRI）が2022年10月に実施した消費者アンケートによると、消費者は
オンライン一辺倒ではない「リアル＋オンラインでの購買（サービス含む）体験をした
い」という結果になり、それは年齢や居住地域とは関係がなかった。企業にとっては、
ハイブリッドでの顧客接点構築が求められる。

2	 日米でハイブリッドチャネルを用いて事業変革に成功した企業を見ると、単純にリアル
からオンラインに事業を移したのではなく、「リアルを再定義」した上でオンラインを
組み合わせていることが分かった。昨今、オンラインやデジタルがとかく話題となって
いるが、安易なEC化、オンライン化では、数多くあるインターネットサービスに埋も
れてしまう。

3	 「リアルを再定義」し、オンラインを組み合わせることがカギだが、リアルの再定義で
は、これまでの物理的発想から抜け出し、機能的に必要なリアルを追求すべきである。
その上で、オンラインの良さであるユーザーのアクセスしやすさを活用し、顧客のサー
ビス利用を習慣化させる必要がある。

4	 リアルの再定義では、場所、媒体、建物、人など、さまざまなものが考えられるが、特
に人というリアル資産をハイブリッドチャネル上でいかに活かすかが重要である。顧客
がインターネットから直接情報を入手できる現在、企業の顧客フロントを担う人材に対
して、ITによる教育や動機づけ、スキルアップの工夫が求められる。

Ⅰ　ハイブリッドチャネル構築の重要性
Ⅱ　ハイブリッドチャネルで何が変わるのか
Ⅲ　「リアルの再定義」とハイブリッドチャネル上での事業拡大の方法
Ⅳ　ハイブリッドチャネル成功のカギ
Ⅴ　本論考のまとめ
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ト上で規模の経済を活かし、コストを下げら
れるほんの一握りの企業を指す言葉となっ
た。また、AI・自動化という言葉では、人
の仕事をデジタルで置き換えることに主眼が
置かれた。ギグワーカーなどの言葉も登場し
たが、自動配送を含めて本当はデジタルや機
械に置き換えたいのだが、その途上として仕
方なく人に任せている、というニュアンスも
感じる。

このような状況に対して、「リアルの良
さ」を活かしたハイブリッドチャネル構築は
可能であるか、というのが本論考で扱いたい
テーマである。別の言い方をすれば、リアル
をどう活かせば、顧客満足度と企業の収益性
を両立させられるのか、を考えたい。

2	 消費者はハイブリッドでの
	 購買・サービス体験を望む

前提として、商品購入やサービスを利用す

Ⅰ	ハイブリッドチャネル構築の
	 重要性

1	 ハイブリッドチャネルとは
本論考ではハイブリッドチャネルを「販売

行為のみならず、顧客接点全体にわたってリ
アルとオンラインを組み合わせ、顧客と深い
関係を構築する」ためのチャネルと定義す
る。単に販売時点のみに着目するのではな
く、また、リアル店舗で販売していたものを
EC化するだけでもない。販売前のマーケテ
ィングからの会員化、販売後の配送やアフタ
ーサービスといったバリューチェーン全体を
対象として、リアルとオンラインを組み合わ
せて顧客と深い関係を構築することを目指す。

過去20年間、顧客接点においてはオンライ
ンかつ効率化が最優先テーマとして扱われて
きた、という問題意識がまず根底にある。た
とえばプラットフォーマーは、インターネッ

図1　商品を購入（サービスを利用）する際、どの気持ちが一番近いですか（単一回答）

可能な限りオンラインで購入したい　　　　オンラインと実店舗を使い分けたい　　　　可能な限り実店舗で購入したい

日本全体（N＝2,067） 日本年齢別

地域別（東京・大阪vsその他）

7.3% 70.5% 22.2%

18～25歳
（ Z 世代＊1）（N＝182）

26～39歳
（ミレニアム世代）（N＝477）

東京・大阪（N＝470）

その他（N＝1597）

40～59歳
（働き盛り世代）（N＝805）

60歳～
（シニア世代）（N＝603）

6.6%

74.2% 19.2%

10.3% 73.8% 15.9%

7.3%

73.7% 19.0%

5.1%

6.2%

7.6%

62.7%

70.2%

70.6%

23.6%

21.7%

32.2%

＊1　18～25歳は Z世代の一部
＊2　小数第 2位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所「NRI日米消費者アンケート」（2022年10月）より作成
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あったが、2022年にシダックスの株式を一部
取得することで給食分野に進出した。リアル
系企業およびネット専業ともに、違った方向
からハイブリッドチャネル構築へと向かって
いることが分かる。

このランキングでもう一つ興味深い点は、
主な売り場である。自社サイトにこだわら
ず、複数のプラットフォームを併用して販売
しているリアル系企業が多いことが分かる。
過去を振り返ってみると、アマゾンジャパン
が日本でECサイトを立ち上げたのが00年で
ある。当初はディスラプター（破壊者）とし
て恐れられていたが、23年が経過して振り返
ると、リアル系企業と共存共栄してきたとい
えるのではないだろうか。リアル系企業は、
アマゾンや楽天などのプラットフォーマーを
チャネルの一部として上手に活用しながら、
自社と消費者のチャネルを拡大している。

ここでEC販売ランキング上位を見ると、
家電量販店のECサイトが多数あるが、消費
者はなぜアマゾンや楽天などのECモールで

る消費者は、どのような購買体験を望んでい
るのだろうか。野村総合研究所（NRI）が
2022年10月に実施した日米消費者アンケート
の結果注1を見ると、オンライン一辺倒では
なくオンラインと実店舗を使い分けたいとい
うニーズが分かった（図 1 ）。日本では年齢
別、地域別にも分析したが、年齢によらずリ
アルとオンラインのハイブリッドを志向する
人が圧倒的多数であった。また、地域別では
東京・大阪といった大都市圏とその他で比較
しても、ほとんど違いはなかった。

3	 近年、EC上の物販では
	 リアル系企業が躍進

次に、具体的な物販において、現状や消費
者ニーズ、企業事例などを分析する。日本の
EC販売実績を見ると、 1 位こそアマゾンジ
ャパンではあるが、それ以下ではネット専業
ではない、いわゆるリアル系企業が健闘して
いることが分かる（表 1 ）。加えて、 7 位の
オイシックス・ラ・大地はネット専業企業で

表1　EC販売売上高ランキング（日本）

順位 社名
主な売り場

主要商材
自社 楽天 ヤフー アマゾン au その他

1 アマゾンジャパン 〇 総合

2 ヨドバシカメラ 〇 家電

3 ZOZO 〇 〇 衣料品

4 ビックカメラ 〇 〇 〇 〇 〇 〇 家電

5 ヤマダホールディングス 〇 〇 〇 〇 〇 家電

6 ユニクロ 〇 衣料品

7 オイシックス・ラ・大地 〇 〇 食品

8 ジャパネットたかた 〇 家電

9 上新電機 〇 〇 〇 〇 〇 〇 家電

10 イオン 〇 食品

＊楽天などのマーケットプレイス（ECモール）を提供している企業はランキングから除外（主な売り場に記載）。アマゾンジャパンは
自社販売とマーケットプレイス両方を持つ

出所）「第22回ネット販売白書」『月刊ネット販売』（2022年10月号、宏文出版）より作成
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ーザーは「配送が迅速で丁寧」である。価格
や品揃えと併せて、リアル面での良さが訴求
しているといえる。つまり、家電量販店で見
ると、店舗や配送といったリアルの「良さ」
を活かしながらオンラインを上手に組み合わ
せていることが、消費者に受け入れられてい
る理由であることが分かった。「Amazonや
楽天などのECモールで商品取り扱いがなか
ったから」という消極的理由は多くはなかっ
た。

実際、EC売上 2 位のヨドバシ.comを例に
挙げると、東京23区や大阪市などの都市部で

はなく、家電量販店のECサイトを利用する
のだろうか。そこで注目したいのがNRI消費
者アンケートの結果を示した図 2 である。家
電量販店のECサイト利用経験者のみを対象
として、「時々利用するユーザー」と「よく
利用するユーザー」に分けて分析したとこ
ろ、ともに上位の共通理由は価格、品揃えと
いう結果となった。カテゴリーを特化してい
けば、価格や品揃えでもECモールに対抗し
ていけることが分かる。その次に来る理由
が、時々利用するユーザーは「実店舗を持っ
ており安心できる」であり、よく利用するユ

図2　Amazonや楽天などのECモールサイトではなく、家電量販店のECサイトで購入する理由

時々あるユーザー（回答者の37.9%） よくあるユーザー（回答者の6.7%）

価格が安い ポイント付与などによる
次回割引がある

実店舗を持っており安心できる

ポイント付与などによる
次回割引がある

品揃えが豊富

商品保証サービスが充実している

配送が迅速で丁寧

Amazonや楽天などの
ECモールサイトでは

欲しい商品の取り扱いがない

設置・回収サービスが整っている

品物の受け取りが店舗でできる

なんとなく・特に理由はない

その他

品揃えが豊富

価格が安い

配送が迅速で丁寧

実店舗を持っており
安心できる

商品保証サービスが
充実している

設置・回収サービスが
整っている

Amazonや楽天などの
ECモールサイトでは

欲しい商品の取り扱いがない

なんとなく・特に理由はない

品物の受け取りが店舗でできる

その他

34.4%

30.5%

28.6%

25.5%

22.2%

20.6%

16.0%

14.0%

13.0%

10.2%

1.7%

41.3%

39.9%

38.4%

34.1%

28.3%

24.6%

17.4%

10.9%

10.9%

10.1%

1.4%

価格や品揃えで
負けていない

リアルの良さ

消極的な理由
でない

＊日本 N=2,067：複数回答
出所）野村総合研究所「NRI日米消費者アンケート」（2022年10月）より作成
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ている。
以上のように、物販の領域では近年、リア

ルとオンラインの良さを組み合わせた企業が
売上を伸ばしている。消費者の立場から見て
も、ECサイトが乱立してきた中、単純に価
格だけでなく、総合的な購買体験の良さを求
めて企業を選定するようになったといえる。

4	 金融業においても
	 ハイブリッドでの
	 サービス体験が求められている

物販の次にサービス業、ここでは金融業に
ついて、同様にハイブリッドチャネル構築の
重要性を述べる。図 3 に日米消費者の「銀行
取引の現在と今後の意向」について示す。米
国はインターネット先進国ということもあ
り、現在「極力オンライン」で取引している
ユーザーは過半数の51.5％に及ぶ。

しかし、興味深いのは、今後の意向につい
て見ると「極力オンライン」は増えておら
ず、むしろ減っており、増加しているのは

「場合によって店舗とオンラインを使い分
け」たいである。日本ではいまだオンライン
化が途上のため、「極力オンライン」取引を
志向するユーザーは増えているが、やはり今
後で一番増えているのは「場合によって店舗

はヨドバシエクストリーム地域と称し、注文
を受けた商品を自社で配送するサービスを展
開している。同地域では迅速・丁寧な配送を
実現するため、正社員（一部契約社員）が配
達を担う。藤沢社長のインタビューを引用す
ると注2、「お客様が商品を受け取るとき、箱
が潰れていたり汚れていたりしたら、がっか
りして買い物の満足度が下がってしまいま
す。配送だからこそ、商品の受け渡しの段階
に気を配る必要があるのです」「配送スタッ
フに、店員と同じ社員教育を施しています」
と発言している。

また、家電は購買頻度がそれほど多くはな
い商材であり、EC販売とはあまり相性が良
いとはいえない。なぜなら数多くあるECサ
イトの中から選んでもらうには、アクセスが
日常習慣化されている必要があるためであ
る。そこをヨドバシ.comでは、ポイントと
日用品を組み合わせることで、消費者のEC
サイトアクセスを習慣化させている。高価な
家電を購入した際にポイントをつけて、その
ポイントでトイレットペーパーなどの安価な
日用品やビールを購入・交換してもらう、と
いう組み合わせである。実際、図 2 のよく利
用するユーザーでは「ポイント付与による次
回割引」がECサイト利用理由の第 1 位に来

図3　銀行取引（振り込み、引き落としなど）の現在と今後の意向（単一回答）

極力オンラインで行っている（行いたい） 場合によって店舗とオンラインを使い分けている（使い分けたい）
極力店舗で行っている（行いたい） 銀行口座は持っていない

現在

今後

現在

今後

米国（N＝2,069） 日本（N＝2,067）

21.3% 35.8% 40.6% 2.4%

26.6% 46.1% 25.5% 1.8%

51.5% 31.2% 12.3% 4.9%

49.3% 35.4% 11.4% 4.0%

＊小数第 2位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所「NRI日米消費者アンケート」（2022年10月）より作成



13オンライン全盛時代のリアルでの差別化

要性について消費者ニーズや企業事例を基に
確認したが、ここではテスラを例にハイブリ
ッドチャネル構築において企業が注意すべき
点について考える。テスラは電気自動車メー
カーであり、2016〜2021年の 5 年間の年平均
売上高成長率は50％、21年度の売上高営業利
益率は12％と急成長をしている。カーボンク
レジットを他自動車メーカーに販売したり、
家庭用蓄電池事業に進出したりと、新規事業
で話題になることが多い企業だが、本業の電
気自動車販売においても新たなビジネスモデ
ルに取り組んでいる。

同社の自動車販売においては、オンライン
販売が基本である。ディーラーを通さないた
め、ディーラーへのマージンが必要ない。そ
の結果、販売管理費を低く抑えることができ
ている。しかし企業全体としては完全にオン
ラインへと移行しているわけではない。リア
ル資産の持ち方を他社とは変えることで、顧
客満足度向上と効率化を目指している。

たとえば、自動車修理においては、モバイ
ルサービスフリートという自社保有の修理駆
けつけ車両がある。これまでの自動車メーカ
ーは、ユーザーが自らディーラーに車を持っ
ていったが、テスラの場合、テスラ側からユ
ーザーの家や職場に駆けつけて修理してくれ
る。この修理車両を20年Q 2 の769台から22年
Q 2 には1453台と 2 年間で約 2 倍に増やした。
もう一つ例を挙げると、テスラは自ら急速充
電器を所有して設置している。その数は22年
Q 2 時点で 3 万6165基に上る。参考までに、
同時点での日本全国の急速充電器の数は8003
基であった注4。これはすべてのメーカー、
事業者が設置した急速充電器の総和である。
テスラ 1 社がいかに多くの急速充電器を自ら

とオンラインを使い分け」たい、である。
2000年代はネット専業銀行などが伸びたが、
消費者の観点で見ると、やはりオンライン一
辺倒でのサービス体験を望んでいるわけでは
なく、リアルとオンラインのハイブリッドで
の体験を望んでいると考えられる。

このような消費者ニーズに対応して、米国
ではサービス提供企業も工夫し始めている。
米国ではゴールベース投資といった手法が伸
びている。これは、担当営業員が商品を販売
し手数料を獲得する手法とは対照的に、顧客
の悩み・目標などの「ゴール」を設定し、ゴ
ール実現まで伴走し続けるサービスである。
ここで興味深いのは、営業員が富裕層と一般
顧客向けでリアル（対面）接客とオンライン
接客の割合を変えていることである。富裕層
向けには対面接客の割合を増やす一方で、一
般顧客向けにはオンライン接客の割合を増や
している。

たとえば、富裕層向けには「12─ 4 ─ 2 」な
どの接客ルールが定式化されているという注3。
年間12回接触し、うちレビューを 4 回、レビュ
ーのうち 2 回は対面で 1 〜 2 時間実施、とい
う意味である。米国の銀行では、ユーザーカ
テゴリー別にいかに顧客の満足度向上と業務
効率化を両立させられるか、といったハイブリ
ッドチャネル上での創意工夫が行われている。

Ⅱ	ハイブリッドチャネルで
	 何が変わるのか

1	 テスラはリアル資産と
	 オンラインを上手に組み合わせて
	 事業を拡大

前章では、ハイブリッドチャネル構築の重
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事業においては、急速充電器をやみくもに設
置しているわけではなく、GPSデータを用い
てテスラ車両が多く走っている場所を分析
し、重点的に設置している。

修理事業については、前述のモバイルサー
ビスフリートと遠隔でのリモート診断（OTA）
を組み合わせて診断修理を行う。電気自動車
の場合、エンジンのような物理的な修理より
も電気的な修理が多くなるため、多くの故障
がこのモバイルサービスフリートとリモート
診断で直るといわれている。どうしても直ら
ない修理のみ、一部あるディーラーに持ち込
むことになる。

このように、テスラは人や急速充電器、修
理車両といったリアル資産をオンラインに上
手に組み合わせることで事業を拡大している。

設置しているかが分かる。
テスラの顧客接点におけるオンラインとリ

アルの組み合わせの全体像を示したものが図
4 である。従来の自動車メーカーはディーラ
ーに車両を卸すまでが事業範囲であったが、
テスラは販売以降も顧客接点を維持し、事業
を広げている。この際、オンラインでユーザ
ー、車両につながり続けることが注目される
ことが多いが、ここではリアル資産を上手に
組み合わせている点に注目したい。

車両販売の際は、前述のようにオンライン
販売を行っているが、完全にオンライン上だ
けで完結しているわけではない。テスラ・ア
ドバイザが顧客の相談に乗るなど購買プロセ
ス全体をサポートし、必要に応じて試乗車も
手配してくれる。テスラ・アドバイザは人で
あるため、リモート勤務も可能である。充電

図4　テスラの顧客接点におけるオンラインとリアルの組み合わせ

従来の
自動車産業

修理・メンテナンスガソリン・充電保険販売
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テスラテスラテスラ 人 充電
器

車両
＋人

モバイルサービス
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急速充電Station
充電時の広告やドライブ
シアター併設も検討中

テスラ・アドバイザ
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個人ごとにアドバイス

製造拠点

ディーラーほか
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製造・卸

自動車メーカー

テスラ

リ
ア
ル

オ
ン
ラ
イ
ン

リ
ア
ル

ユーザー、車両

■「オンラインで常にユーザーとつながる」

■「自前化するも、極力、有形資産は軽量化」

出所）各種公開資料より作成
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性と、リアルを再定義した上でリアルとオン
ラインを組み合わせることの重要性を述べて
きた。次に自動車業界以外で、いかにリアル
を再定義してハイブリッドチャネル上で事業
を拡大できるか、を考察する。

1	 New York Times
New York Times（NYT）は米国の新聞

社である。新聞は売り方のみならず中身（コ
ンテンツ）そのものがデジタル化されるよう
になった。その結果、インターネット上の情
報との競争が激しくなり、短期間で従来の紙
新聞の売上が急減している。実際、NYTは
過去2006年から2011年のわずか 5 年間で、売
上高が3290百万ドルから1555百万ドルへと半
分以下に落ち込んだ。当時、売上のほとんど
を占めた紙新聞の発行部数と広告料収入が、
インターネットに押されて落ち込んだためで
ある。しかし、17年以降、売上高および営業
利益が回復してきた。この間に実施した改革
を振り返る。

（1）	 リアルの再定義：紙⇒人
結論からいえば、NYTのリアルの再定義

は紙から人であったと考える。紙とは紙新聞
であるが、よく考えると紙は情報を伝える媒
体であってコンテンツではない。そこで、ジ
ャーナリスト（人）にフォーカスを変えた。
ジャーナリストは記事を作成する主体であ
り、いわばコンテンツそのものである。NYT
は記事のデジタル化の流れに対して、単に紙
面をデジタルで置き換えていない。自社の強
み（中立的で信頼できる報道）を基に、リア
ルを再定義した。この変化は、社員構成の変
化にも表れている。2014年に全社員3588人の

2	 ハイブリッドチャネルで
	 重要な「リアルの再定義」

テスラの事例を別の角度から見てみたい。
仮にテスラがオンラインのみで事業を展開し
たらどうなったであろうか。オンライン上だ
けの販売では、試乗車の手配や個人の相談に
きめ細かに対応することが難しくなる。つま
り顧客接点が脆弱になる。また、オンライン
上のみの事業では、修理や充電といった事業
に直接は関与できない。充電場所情報や故
障・事故情報、潜在顧客情報などのデータを
ディーラーや保険会社に販売するなど、収益
面でも限定的になりがちである。そこで、オ
ンラインとリアル資産を組み合わせた点がテ
スラの特徴である。

さらには、単に従来のリアル資産を組み合
わせただけではなく、本当にリアルで必要な
機能は何か、と「リアルを再定義」して組み
合わせた点がポイントだと考える。従来のデ
ィーラーや修理工場といった不動産ではな
く、テスラアドバイザ（人）やモバイルサー
ビスフリート（車両）を用意し、資産を軽量
化した上でオンラインを組み合わせている。

単純にオンライン化だけを進めた場合、収
益機会と顧客接点の双方を失うところを、テ
スラはリアルで持つべき機能（人、車両な
ど）とオンラインを活かす機能を仕分けして
再構成した点が成功のポイントではないだろ
うか。

Ⅲ	「リアルの再定義」と
	 ハイブリッドチャネル上での
	 事業拡大の方法

これまでハイブリッドチャネル構築の重要
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にまで増加している。足元ではさらに売上を
伸ばすため、ユーザーのさらなるNYTへの
アクセスの習慣化を目指している。具体的に
は、料理、ゲーム、スポーツニュースなどの
コンテンツを追加している。そのために、
Wordle（ゲーム）やThe Athletic（スポー
ツニュース）を22年に買収した。NYTでは、
どのようなサービスに読者が購読料を払うの
か、データ分析しながら追加すべき事業を常
に検討している。

オンラインの良さは、ユーザーが容易にア
クセスできるということである。NYTでは
ジャーナリズムというコア事業を中心にイン
ターネット上で事業を広げることで、あらゆ
る場面でユーザー接点を広げている。従来の
ニュースを読む習慣に加え、料理レシピやゲ
ームといった隙間時間の閲覧や利用をターゲ
ットとすることで、より頻繁にNYTへアク
セスしてもらうことを狙っている。

（3）	 コンテンツがデジタル化される業界は
	 共通して媒体ではなくコンテンツ
	 （＝売り物）の議論が必要

米国では過去急速に紙の新聞が読まれなく
なったことで、NYTのようなビジネスモデ
ルが生まれてきた。日本ではどうであろう
か。図 5 に日本での「今後の新聞購読につい
ての考え」に関するNRIの消費者アンケート
結果を示す。「極力配達版（紙面）で読みた
い」と回答した人は60歳以上のシニア層に偏
っていることが分かる。しかし30代以下にな
ると圧倒的に「定期購読する予定はない」と
回答した人が多い。

このような消費者ニーズを鑑みると、日本
でも早晩米国のような状況になることが予想

うちジャーナリストは1100人であった。それ
が21年には全社員5000人のうちジャーナリス
トは1700人にまで増加した注5。

また、NYTではジャーナリストと並行し
て、ITエンジニアの数を増やしている。21年
Q 4 にはITエンジニアは797人に上る注6。ジ
ャーナリストの数とITエンジニアの数を足
すと2497人であり、社員の約半分を占める。
つまり、現在のNYTのビジネスは、前線の
ジャーナリストをITツールで教育・バック
アップして顧客にニュースを直接伝えるよう
な形式に変化している。ジャーナリストを中
心に、ITの力であらゆる場面で顧客とつな
がることを目指している。

たとえば、移動中のユーザーにはスマート
フォンで簡単にリアルタイム情報が得られる
ようコンテンツを工夫しており、Twitterを
活用してユーザーに情報提供している。家で
じっくり視聴したいユーザーには、自社の
YouTubeチャネルを活用してジャーナリス
ト自ら登場して解説や討論を行う。さらに、
自動車を運転中のユーザーは記事を読むこと
ができないため、Podcastを用いて音声で記
事を配信している。このように、場面ごとに
映像・音声、リアルタイム性など、デジタル
媒体を工夫しながら、ジャーナリストは顔の
見える報道を実現しユーザーとつながってい
る。

（2）	 NYTの狙いはさらなる
	 ユーザーアクセスの「習慣化」

NYTでは紙から人（ジャーナリスト）へ
のリアルの再定義により、電子版の有料会員
数を大幅に伸ばした。2012年の電子版有料会
員数は60万人であったが、21年には590万人
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ことも考えられる。

2	 ミルボン
リアルを再定義してハイブリッドチャネル

上で事業を拡大した例として、次にBtoBメ
ーカーのミルボンの例を紹介する。ミルボン
は1960年に大阪で設立された化学メーカー
で、美容室向けにパーマ剤やシャンプーなど
を製造・販売する。同社は、中型サロン（ 3
〜300人）をフィールド活動が活きるゾーン

（シェアの肝）と位置付け、地道な美容室開
拓を強みとしてきた。美容室との強固な結び
つきが功を奏して、2021年度はコロナ禍であ
ったにもかかわらず、売上高、営業利益とも
過去最高を記録した。21年度の売上高営業利
益率は19％に及ぶ。

そのようなミルボンが、19年にはエンドユ
ーザー向けにBtoCのEC、インターネット販
売を始めた。以下、いかにしてEC事業を拡
大したかを述べる。

される。その際に、伝え方を紙にするのかオ
ンラインにするのか、といった媒体の議論で
あってはならない。実際、30代以下の消費者
は、配達版のみならずWeb版のニーズもそ
れほど高くはない。むしろ、NYT同様、い
かにリアルを再定義して自社の強みを活かす
のか、といったコンテンツ（＝売り物）の議
論をすべきではないだろうか。

新聞社の例を取り上げたが、以上のような
話はコンテンツ自身がデジタル化されていく
業界である、音楽や雑誌などでも当てはまる
はずである。さらには、昨今、お金そのもの
もデジタル化が進んでいるため、銀行などの
金融業界も同様ではないだろうか。アーティ
ストやクリエーターを中心に据えてさまざま
な媒体（リアル＆オンライン）で活躍を支援
することも考えられる。また、銀行などの金
融業界も、前述した米国のゴールベース投資
のように、顧客の来店を待つのではなく、積
極的にリアル＆オンラインで顧客を支援する

図5　今後の新聞購読についての考え（単一回答）

極力配達版（紙面）で読みたい    極力Web版（有料プラン）で読みたい
Web版（有料プラン）と配達版（紙面）の両方で読みたい  定期購読する予定はない

～25歳（Z世代）（N＝182）

26～39歳（ミレニアム世代）（N＝477）

40～59歳（働き盛り世代）（N＝805）

60歳～（シニア世代）（N＝603）

日本

12.1%

12.4%

27.8%

52.4%

1.7%

4.2%

6.0%

7.8% 3.6%

6.1%

5.5% 40.5%

61.9%

76.3%

8.2% 73.6%

＊小数第 2位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所「NRI日米消費者アンケート」（2022年10月）より作成
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をIDとともに家に持ち帰る。家に帰ったら、
好きなときに同社のECサイト上でIDを入力
し、商品購入ができる。

その後、システム上で消費者の入力IDに
よりEC上の購入商品とカウンセリングをし
た美容室／美容師とが紐づけられる。これが
このビジネスモデルの特徴である。EC上で
の販売であっても、売上は美容室／美容師に
つく。通常、BtoB事業の場合、流通を超え
て消費者に直接EC販売してしまうと、流通
と競合関係になる。そこが悩ましい点だが、
ミルボンはEC販売も売上を美容室／美容師
につけることで、敵対関係ではなく喜んでカ
ウンセリングをしてオンライン上での商品購
入を勧めてくれるようなった。

（2）	 リアルとオンラインの
	 利点を組み合わせ、
	 さらにユーザーアクセスを「習慣化」

ミルボンはさらに、美容室を美容空間と位
置づけるのであれば、ヘアケア商品以外も提

（1）	 リアルの再定義：流通チャネル
	 ⇒美容空間

ミルボンにとっては従来、美容室はパーマ
剤やシャンプーを卸す流通チャネルであっ
た。それを近年、美容室を美容空間と再定義
した。同社は、美容室は消費者が定期的に必
ず来店し、しかも長時間滞在してくれる場所
と定義し、その場で髪を切るだけではもった
いない、さまざまな美容提案ができるはずだ
と考えた。実際に、スマートサロン構想を打
ち立て、新たな美容空間のあり方を美容室に
提案している。

そのような同社が2019年に消費者向けの
EC事業を始めたのだが、その取り組みがユ
ニークである（図 6 ）。消費者は、自宅でミ
ルボンのECサイトからいきなり商品を購入
することはできない。いつものようにまずは
美容室に行くことが必要となる。そこで、自
分の髪質に合ったシャンプーやトリートメン
ト、ヘアケア商品を「カウンセリング」して
もらう必要がある。その上で、いわば処方箋

図6　ミルボンのEC販売の仕組み

美容室 自宅

美容師のカウンセリング意欲向上

リアルの
再定義

美容室は単なる流通チャネル、
髪を切る場所ではない
美容師は美容コンサルタント！

ヘアカット＋カウンセリング
ミルボン・オンラインストア

店舗POS EC

自動で担当美容室／
美容師と売上紐付・計上

■ 自宅でじっくり検討
■ 来店タイミング以外での購入

リーフレット、ID提供

リ
ー
フ
レ
ッ
ト
、

Ｉ
Ｄ
持
ち
帰
り店舗でも購入可能（店内在庫のみ）

ECは美容師の競合ではない！

出所）2021年度ミルボン決算報告資料、2020年度中間期株主のみなさまへなどを基に作成、画像：ミルボン公式オンラインストアーズ、
ミルボンiDについて、https://salon.milbon.co.jp/shop/pages/about.aspx
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し、ユーザーアクセスを習慣化させている。
実際、同社の「経営指標調査2021」によれ
ば、オンライン販売の平均購入単価は 1 万
2000円、同店舗平均は4872円であった。両者
を比較すると、同社のオンライン事業が成功
していることが分かる。

（3）	 消費者がインターネットで
	 情報リッチになる中、
	 顧客フロント教育の重要性

ミルボンのECのビジネスモデルは、美容
師のモチベーション、スキルにかなり依存す
るといえる。美容師が消費者により良い提案
をできるかどうかが、スタート時点となるた
めだ。そのため、同社では美容師（同社にと
っては直接の顧客）の教育に力を入れている。

普段忙しい美容師は、なかなか教育・研修
を受ける時間がない。そこで同社は、美容師
が簡単に学習できる教育プログラムを、オン
ラインとリアルを組み合わせて作成した。具
体的には、スマホやPC上で知識や技術を習
得することに加え、実技検定を同社のスタジ
オ（リアルの場）を利用して行っている。最
終的には同社が「ソムリエ認定」を行う。現
在、ヘアケア、コスメティクス、ヘアカラ

案できるはずだと考えた。その取り組みの一
環として、他社とのアライアンスを進めてい
る。たとえば、化粧品に関してコーセーと
2019年に合弁会社、コーセーミルボンコスメ
ティクスを設立した。また、ヘルスケア商品
に関しては花王と共同開発を進めている。ビ
ジネスモデルは前述のヘアケア商品と同様で
ある。

消費者は美容室（リアル店舗）でも商品の
購入が可能ではある。ただし店頭在庫のみと
なるため商品は限られる。一方、EC販売は
店舗スペースを気にせず多くの在庫を抱える
ことが可能である。このようなオンラインの
利点に加え、リアルの良さである「その人に
合った最適な提案」をハイブリッドで組み合
わせることで、ミルボンは消費者を取り込ん
でいる。

さらにリアル店舗では、定期的とはいえ数
カ月に 1 度の頻度での訪問となるため、これ
までは途中でシャンプーがなくなっても購入
することができなかった。そこをオンライン
の良さであるアクセスのしやすさを活かし、
販売ロスをなくしている。このように、ミル
ボンは商材を増やすことと購入頻度を増やす
ことの双方から、オンラインの利点を活か

図7　店員のアドバイス※についての満足度（最も近いもの、単一回答）

店員の知識や説明は、自分でインターネットで調べるよりも詳しく、満足している
店員の知識や説明は、自分でインターネットで調べるのと同程度であり、どちらともいえない
店員の知識や説明は、自分でインターネットで調べるほど詳しくなく、あまり満足していない
実店舗で商品やサービス説明を受けたことがない

日本（N＝2,067）

米国（N＝2,069）

31%

34% 31%

38% 12%

18% 17%

20%

＊ 小数第 1位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
※ 実店舗で商品やサービス説明を受ける際
出所）野村総合研究所「NRI日米消費者アンケート」（2022年10月）より作成
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Ⅳ	ハイブリッドチャネル
	 成功のカギ

1	 物理的なリアルでなく
	 機能的に必要なリアルへと
	 発想転換を行う

これまでテスラやNYT、ミルボンなどの
事例を紹介したが、共通しているのは、いき
なりオンラインに行かないという点である。
最初に自社の強みや顧客ニーズを基にリアル
を再定義して強固な顧客基盤をつくり、その
上でオンラインの良さである顧客アクセスが
容易という点を活かし、顧客の自社サイトへ
のアクセスを習慣化させている（図 8 ）。

仮に、ミルボンが化粧品やヘルスケア商品
について、新規事業としてオンライン上の
EC販売にいきなり参入していたらどうなっ
たであろうか。これらの商材はインターネッ
ト上では非常に多く販売されている、いわば
レッドオーシャンである。さらに、オンライ
ン上では顧客アクセスが容易であるというこ
とは、逆の見方をすれば顧客が離れるのも容
易であるともいえる。ミルボンのような事例
は、消費者とリアルでの深いつながりがある
が故に、EC販売もうまく取り込めているの
ではないだろうか。

次に、あらためて「リアル」という言葉に
ついて考えてみたい。普段何気なく使ってい
る言葉だが、よく考えると、物理的な意味で
使う場合が多かったのではないだろうか。た
とえば、自動車販売・修理においては、ディ
ーラーや修理工場という物理的な場所を指し
ていた。また、新聞の場合は、紙という情報
媒体をリアルと考えていたのではないだろう
か。それらを「機能的に必要なリアルは何

ー、デザインロジックの 4 コースが開設され
ている。ソムリエ認定には一定金額の同社の
提案実績を課すこともあり、ミルボンと美容
師の間でWin-Winの関係が構築されている。

同教育がスタートしたのは2021年 4 月だ
が、22年 6 月時点で 1 万6000人の美容師の登
録がなされた。将来的には美容学生にも同教
育を提供していく予定である。そうなると、
同社の教育プログラムが広く美容業界の教育
プラットフォームとなると考えられる。同社
にとっては、最終的なゴールは美容商材を販
売することであり、教育、しかも社員ではな
く顧客に対しての教育は、一見遠回りに感じ
られる。しかし一度業界全体に教育から浸透
すれば、ソフト面での大きな参入障壁とな
る。これはオンライン上でECだけを展開し
ている企業には難しいことで、リアルの良さ
を十分に発揮しているといえる。

ミルボンの例は、美容業界のみならず、他
業界にも参考になるはずである。図 7 に、日
米消費者の「店員のアドバイスについての満
足度」を示す。これは業界を特定せず、普段
感じている印象で回答してもらった。結果を
見ると「店員の知識や説明は、自分がインタ
ーネットで調べるよりも詳しく、満足してい
る」と回答した消費者は、日本で31％、米国
で34％であった。それ以外の消費者は、店員
の知識や説明はインターネットと同等かそれ
以下と感じている。近年、消費者はインター
ネットで自ら情報収集を進め、情報リッチと
なっている。顧客接点を担う人材の教育・情
報武装は、あらゆる業界において重要な課題
となっているはずである。逆に、そうしない
とリアルの顧客接点が活かされない。
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このように、リアルを再定義するカギは、
機能的にリアルでしかできないことを探すこ
とであり、逆に、どれほどデジタル化、オン
ライン化が進んでも、機能的に必要なリアル
だけは、ハイブリッドチャネル上でオンライ
ンに代替されないものとして残ると考えられ
る（図 9 ）。

か」という消費者の観点から捉え直すと、テ
スラの場合、それは相談・修理であった。デ
ィーラーや修理工場は必ずしも必要ではな
く、テスラ・アドバイザという人やモバイル
サービスフリートといった駆けつけ車両で十
分であった。また、NYTの場合はコンテン
ツであり、そのために必要なリアルはジャー
ナリストという人であった。

図8　リアルとオンラインの位置づけ

安易にオンライン事業拡大から入ると、参入が容易な分、
数多くある類似サービスに埋もれる
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図9　リアルの再定義
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だろうか。結論としては、単なる知識提供に
とどまらない「動機づけを伴うIT武装」が
必要であると考える。通常、ITで顧客接点
を支援するという場合、知識を伝える方法が
注目されやすい。しかし、フィールド・エバ
ンジェリスト化するにはそれだけでは物足り
ない。動機づけやスキルアップを通じ、自己
成長や自己実現まで支援することで、顧客に
対してより良いサービスが可能になるはずで
ある。

NYTでは、ジャーナリストがいわばフィ
ールド・エバンジェリストである。ジャーナ
リストのスキルアップのため、IT部門は「ス
プレッドシート上でのデータ分析手法」を教
育支援している。近年、政府からはさまざま
なデータが公開されている。これらデータベ
ースを自ら分析することで、独自の記事を書
くことを支援している。また、単に記事を書
くのではなく、ジャーナリスト自ら報道現場
から最適なニュースを編集し届けられるよ
う、NYTでは各種ITツールを開発・準備し
ている。たとえば、ジャーナリストが報道現
場 の 臨 場 感をユ ー ザ ーに 伝 える「Mixed 
Reality（複合現実）を活用した現地取材・
編集ツール」や「報道現場での記者とフォロ
アー間での双方向ツール」などがある。これ
らITツールを通じ、ジャーナリストの表現方
法を多様化することで動機づけを行っている。

同様にミルボンでは、美容師教育のツール
について前述したが、ほかにもコロナ禍にお
いて「メタバース上での美容コンテスト」を
実施し、美容師の動機づけを行っている。ま
た、同社がターゲットとする中型サロンで
は、美容技術のみならず経営までもが仕事と
なる。そのような中、「POS＋EC販売データ

2	 顧客フロント人材（フィールド・
	 エバンジェリスト）の重要性と
	 ITの役割

機能的に必要なリアルという観点で、本論
考で取り上げた事例を見てみると、顧客フロ
ント人材（＝人）の担う役割が大きいことが
分かる。

ヨドバシ.comでは受け渡しまでが商品と
いう発想で、配達社員に店員と同じ社員教育
を施していた。銀行のゴールベース投資で
は、販売員はリアルとオンラインを使いなが
ら顧客に寄り添い、顧客のゴール実現を目指
していた。NYTでは信頼できる顔の見える
報道を目指し、ジャーナリストそのものが商
品・コンテンツであった。ミルボンでは美容
師が顧客接点を担い、店舗およびEC上での
商品販売のカギを握っていた。リアルの差別
化では、人を単なる販売チャネルと捉えるべ
きではない。できれば自社の価値観を体現し
て伝える「フィールド・エバンジェリスト」
として位置づけるべきである。

エバンジェリストとは伝道師を意味する。
最近、ITエバンジェリストという言葉が市
民権を得てきている。ITエバンジェリスト
とは、難しい最新のIT動向を分かりやすく
一般の人に伝える職業である。しかし、難し
い言葉を扱うだけが伝道師ではないはずであ
る。顧客接点（＝フィールド）で自社の価値
観を体現する役割は、インターネット上で企
業と顧客との関係が希薄化する中、より重要
性を増していると考える。

3	 動機づけを伴うIT武装
では、顧客接点のフィールド・エバンジェ

リストをITで支援するためにはどうすべき
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を基にした売れ筋分析ツール」を提供するこ
とで、美容師の経営上での創意工夫を可能と
している。

Ⅴ	本論考のまとめ

本論考では、オンライン全盛の現在、リア
ルでの差別化に向けハイブリッドチャネル構
築の重要性とその方法について述べた。近
年、デジタル化やオンライン化に力点が置か
れることが多いが、特にリアル系企業の場
合、あらためてデジタルでは実現困難な自社
の強みを再考し、機能面からリアルを再定義
すべきではないだろうか。その際、特に顧客
フロントを担う人の役割は大きく、フィール
ド・エバンジェリストと定義し、動機づけを
伴うIT武装で支援することが重要となるは
ずである。

このように自社の強みに沿ってリアルを再
定義することで、オンラインの組み合わせが
活きてくる。オンラインの良さとは顧客アク
セスの容易さであり、現在の自社製品・サー
ビスの枠を超え、顧客接点全体にわたって

「顧客アクセスが習慣化」する事業・サービ
スの追加が可能となる点にある。そのために
は、やみくもに商品・サービスや事業を追加
するのではなく、顧客データ分析によりアク
セス頻度や商品シナジーなどの観点から、最
適な追加事業・サービスの検討が重要となる。

今回のコロナ禍によって、各社は強制的に
リアルのあり方を再考させられたのではない
だろうか。従来の自社のリアル資産を当然の
ことと考えず、ゼロベースで顧客基点から機
能的に最適なリアルのあり方、さらにはオン
ラインの活かし方を考え直してみてはいかが

であろうか。

注

1	 「NRI日米消費者アンケート」2022年10月実施。
インターネットによる調査。日本、米国ともに
約2,000人ずつ、世代構成は各国の性年代別の人
口構成比に等しくなるよう回収

2	 諸山泰三「なぜ 1 品から無料？ ヨドバシエクス
トリーム便の凄さを藤沢社長に聞く」Impress 
Watchトピック（2021/12/17）

	 https://www.watch.impress.co.jp/docs/topic/ 
1374037.html

3	 野村総合研究所「金融ITフォーカス」2021年 8
月号

4	 EV充電スタンド情報サイト
	 https://ev.gogo.gs/（2022/11/01現在）
5	 NYT全社員数：
	 https://www.statista.com/statistics/192894/

number-of-employees-at-the-new-york-times-
company/

	 NYTジャーナリスト数：
	 NYT Webサイトおよび
	 https://www.niemanlab.org/2018/12/newsono 

mics-18-lessons-for-the-news-business-from- 
2018/

6	 RocketReach「The New York Times IT De-
partment」

	 https://rocketreach.co/the-new-york-times-it-
department_b5c6095ef7be37c8
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